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緒　言

　今日の我が国では，精神疾患の患者数が300万
人を超え，メンタルヘルスの問題に社会的関心が
高まりつつある。勤労者に着目してみると，2007

年に厚生労働省が実施した「労働者健康状況調
査」8）では，自分の仕事や職業生活に関して強い
不安，悩み，ストレスがあると答えた者の割合は
58.0％であり，「職場の人間関係の問題」や「仕
事の質の問題」が主たる要因であることが明らか
となった。一方，警察庁における年度ごとの統計
資料である「自殺の概要資料」4）では，2004年か
ら2011年まで被雇用者・勤め人の自殺者は毎年
8000人を超える状況が続いていることが示されて
いる。2008年度より各都道府県の産業保健推進セ
ンター等内に「メンタルヘルス対策支援セン
ター」が設置され，さまざまな支援活動が始まっ
ているが，一定の成果が得られるまでにはしばら

く時間を要するであろう。
　前述の「労働者健康状況調査」8）では，メンタ
ルヘルスケアに取り組んでいる事業所は33.6％で
あった。ところが，その効果については対策に取
り組んでいる事業所の31.4％が「わからない」と
答えており，取り組みの妥当性や有効性を実感で
きていない状況がうかがわれる。職域において精
神的健康状況を把握する際には，定期健康診断等
で妥当な指標を用いてより多くの勤労者のメンタ
ルヘルス評価を行い，実態に即して有効な手立て
を講じることが肝要となる。しかし，先の報告8）

から推測すれば，メンタルヘルス一次予防の仕組
みを整え，実態をとらえて的確な対策を講じてい
る事業所は少ない。
　そこで本報は，勤労者を対象に信頼性・妥当性
を有する尺度を用いてメンタルヘルスの調査を実
施し，職域における実態把握のための基礎資料を
得るとともに，勤労者におけるこころの健康のセ
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ルフケアを図るうえで有用となる睡眠7）および身
体活動10）とメンタルヘルスとの交互関係を検討
した。

方　法

A．対象と調査方法

　参加者は東京都内にオフィスを有し，調査研究
事業および健診事業に従事する団体職員で，人間
ドック・健診を受診した78人（男性15人，女性63

人）であった。
　健診データについては，健康診断（2012年 4 ～
7 月に実施）結果より当該データ管理担当者が個
人名を削除して出力し，連結不可能匿名化された
状態で取得した。
　自記式調査票は，2012年11月に職場を通して配
布し回収した。質問にあたり，個人のプライバ
シーは保護され，統計処理により個人を特定でき
ない手続きにて分析すること，回答は自由意志に
よる旨を説明した。回答の提出をもって調査への
同意とみなした。
　除外基準を 1）健康診断非受診， 2）神経・精
神疾患の現病・既往歴ありとした。
B. 分析項目

　 1 ．健診データ　
　睡眠の質を，厚生労働省「標準的な健診・保健
指導に関するプログラム（確定版）」9）の標準的質
問項目である「睡眠で休養が十分取れている（は
い・いいえ）」にて評価した。
　身体活動状況を，厚生労働省「標準的な健診・
保健指導に関するプログラム（確定版）」9）より

「日常生活において歩行又は同等の身体活動を 1

日 1 時間以上実施している（はい・いいえ）」の
項目を用いて評価した。
　対象特性として，性別，健診受診時年齢（歳），
体格指数（body mass index; BMI），飲酒習慣（毎
日・ときどき・ほとんど飲まない），喫煙習慣の
有無を把握した。
　 2 ．自記式調査項目
　メンタルヘルスを K 6 日本語版5）にて評価した。
K 6 は抑うつ・不安を評価する 6 項目（①神経過

敏に感じましたか　②絶望的だと感じましたか
③そわそわ，落ち着かなく感じましたか　④気分
が沈み込んで，何が起こっても気が晴れないよう
に感じましたか　⑤何をするのも骨折りだと感じ
ましたか　⑥自分は価値のない人間だと感じまし
たか）で構成され， 5 件法（①全くない： 0 点
②少しだけ： 1 点　③ときどき： 2 点　④たいて
い： 3 点　⑤いつも： 4 点）に則って回答し，そ
の合計点を評価値（K 6 得点）とする。点数の範
囲は 0 ～24点となる。日本語版は Furukawa et 

al. によって開発され2），妥当性および信頼性が確
認されている。
　睡眠時間を最近 1 か月間の就寝時間と起床時間
の結果をもとに算出した。
C. 統計解析

　健康診断非受診者 6 人 ，神経・精神疾患の現
病・既往歴のあった 2 人 を除く70人を解析対象
とした。　
　メンタルヘルスに及ぼす睡眠，身体活動の影響
を検討するために，K 6 得点を目的変数，睡眠時
間，睡眠に伴う休養（有： 1 ，無： 2 ）， 1 日 1

時間以上の歩行レベルの身体活動（有： 1 ，無：
2 ），性別（男性： 1 ，女性： 2 ），年齢を説明変
数として重回帰分析を施行した。
　統計解析ソフトは SPSS®19.0J software for Win-

dows® を用い，危険率 5 ％未満（P ＜ 0.05）を有
意とした。

結　果

　対象者の特性を表 1 に示した。本集団において
BMI は54人（77.1％）が標準とされる18.5～25の
範囲内にあり，39人（55.7％）は飲酒習慣なし，
67人（95.7％）が非喫煙であった。
　重回帰分析に際しては，項目に欠損のなかった
66人を対象とし，結果を表 2 に示した。変動イン
フレーション因子（VIF）は1.018～1.108であり，
自由度調整済決定係数の有意性を認めた。K 6 得
点は睡眠の質および身体活動状況とそれぞれ有意
な関係を認め，睡眠で休養が十分取れていると低
値，歩行レベルの身体活動を 1 日 1 時間以上実施
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していると高値となる関係性が示された。

考　察

　対象集団の約 8 割は BMI が標準レベルにあり，
大半が非喫煙者であったことから，本集団の健康
に対する意識は比較的高いレベルにあったものと
思われる。
　K 6 得点に関して，先行研究6）では重症精神障
害を予測するカットオフポイントを13ポイントと
している。また，日本における一般レベルの心理
的ストレス評価のカットオフポイントは 5 ポイン
ト3）と提案されている。本集団の得点の上限は10

ポイントであり， 5 ポイント以上の者は17人
（25.4％）であった。このことから，対象者にメ
ンタルヘルスの重篤な不調者は含まれていなかっ
たものの，全体の 4 分の 1 程度は何らかのストレ
スを感じていたものと思われる。
　重回帰分析において，各 VIF は2.0以下であり，
自由度調整済決定係数も有意であったことから，
解析モデルの適合性は保持されていたものと考え
られる。
　メンタルヘルスと睡眠が密接に関係することは
今日広く知られている7）。今回，K 6 得点は睡眠
時間とは関係を認めなかったが，睡眠の質と関連
性があり，睡眠で疲労回復の感覚が得られている
と抑うつ・不安レベルは低くなることが示唆され
た。このことから，勤労者のこころの健康には，
睡眠時間の長短というよりも良好な睡眠感を得て
精神的な疲労回復を図ることが肝要であるのかも

Valiables n mean SD

Gender 70

Male 　14

Female 　56

Age （years） 70  48.4  9.3

30－39 　16

40－49 　22

50－59 　25

60－   　 7

BMI 70  21.7  3.1

Alcohol drinking 70

Daily 　12

Sometimes 　19

No 　39

Smoker 70

Yes 　 3

No 　67

K6 （point） 67   3.2  2.8

≤ 4 　50

5－10 　17

Sleep duration （min） 67 362.1 58.6

Relaxation due to sleep     70

Yes 　53

No 　17

Physical activity, defined

as walking：≥ 1 hour/day

70

Yes 　32

No 　38

BMI; body mass index.

表 1 ．対象者の特性
Table 1．Characteristics of participants.

Valiables

K6 Score

Standardised partial 

regression coefficient
P value

Variance inflation 

factor
Adjusted R2 （P value）

Gender （→ Female） －0.045 0.713 1.097 0.101（0.043）
Age －0.047 0.708 1.108

Sleep　duration －0.135 0.281 1.108

Relaxation due to sleep （→ no） 　0.285 0.022 1.059

Physical activity, defined as walking : ≥ 1 hour/day （→no） －0.242 0.046 1.018

Adjusted R2: Adjusted coefficient of determination. 

表 2 ．メンタルヘルス，睡眠，身体活動の関係における重回帰分析結果
Table 2．Multiple regression analysis of mental health, sleep, and physical activity.
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しれない。そのことが，ひいてはメンタルヘルス
維持改善に繋がるとも考えられる。
　先行研究を概観すると，身体活動が多いと抑う
つの発生は少ない10）とされている。産業衛生の
分野では，余暇における積極的な身体活動が抑う
つのリスク軽減に寄与する1）ことが報告されてい
る一方，余暇以外の身体活動とメンタルヘルスの
関係については不明の点が多い。適度な運動や身
体活動が心身の健康増進に有益であることは周知
のことであるが，本研究では歩行レベルの身体活
動を 1 日 1 時間以上実施していると不安・抑うつ
のレベルが高いとの関係を認めた。このことの解
釈には慎重を要するが，仕事上のストレスに晒さ
れる勤労者には，運動や身体活動が状況によって
は心身の負担となることを示唆しているのかもし
れない。今後勤労者を対象に運動や身体活動とメ
ンタルヘルスの関係を検討する場合には，労働の
特性，仕事にまつわるストレス要因，身体活動の
内容および運動実施の動機などを考慮した詳細な
検討が望まれる。
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